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1.　はじめに

⑴　Society 5.0の社会へ
デジタル技術がもたらす社会像として「Society 

5.0」があります。「Society 5.0」は，内閣府の第
5 期科学技術基本計画において，わが国が目指す
べき未来社会の姿として平成 28 年に提唱された
ものです。これまでの狩猟社会（Society 1.0），
農 耕 社 会（ Society 2.0 ）， 工 業 社 会（ Society 
3.0），情報社会（Society 4.0）に続く，「サイバー
空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）
を高度に融合させたシステムにより，経済発展と
社会的課題の解決を両立する，人間中心の社会

（Society）」とされています。
これまでの情報社会（Society 4.0）では，社会

での情報共有が不十分であったが，Society 5.0
で実現する社会では，「IoT（Internet of Things）
で全ての人とモノがつながり，さまざまな知識や
情報が共有され，今までにない新たな価値を生み
出すことで，これらの課題や困難を克服します。
また，人工知能（AI）により，必要な情報が必
要な時に提供されるようになり，ロボットや自動
走行車などの技術で，少子高齢化，地方の過疎
化，貧富の格差などの課題が克服されます。社会
の変革（イノベーション）を通じて，これまでの

閉塞感を打破し，希望の持てる社会，世代を超え
て互いに尊重し合える社会，一人一人が快適で活
躍できる社会となります。」とあり，AI，IoT 化
といったデジタル化の進展による全体最適の結
果，社会課題解決や新たな価値創造をもたらす可
能性について提唱されています。

一方，内閣府の新しい経済政策パッケージ（平
成 29 年 12 月 8 日　閣議決定）では，Society 5.0
の社会実装を進めるため，建設分野の制度改革と
して，3 次元データの活用などが位置付けられて
おり，BIM の活用および進展が将来，Society 
5.0 の実現に向けた一つの契機になるものと期待
されています。

⑵　Society 5.0の実現に向けた取組
わが国は，現在，人口減少社会を迎えており，

潜在的な成長力を高めるとともに，働き手の減少
を上回る生産性の向上が求められています。ま
た，産業の中長期的な担い手の確保・育成等に向
けて，働き方改革を進めることも重要であり，こ
の点からも生産性の向上が求められています。

こうした観点から，国土交通省では，平成 28
年を「生産性革命元年」と位置付け，社会全体の
生産性向上につながるストック効果の高い社会資
本の整備・活用や，関連産業の生産性向上，新市
場の開拓を支える取組を加速化し，生産性革命プ
ロジェクトを実施してきました。この生産性革命

今なぜ『建築BIM推進会議』なのか
国と民間が一体で進めるデジタル生産革新
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プロジェクトの中に ICT の活用等により調査・
測量から設計，施工，検査，維持管理・更新まで
のあらゆる建設生産プロセスにおいて抜本的な生
産性向上を目指す i-Construction の取組があり
ます。

内閣府の「未来投資戦略 2018」の（平成 30 年
6 月 15 日　閣議決定）では，2025 年度までに建
設現場の生産性の 2 割向上を目指すことが掲げら
れ，そのための具体的施策として，2019 年度ま
でに，建設プロセスに ICT の全面的な活用等を
推進する i-Construction に向け，対象を建築分
野に拡大することとされています。

また，民間発注を含めた建築工事全体での BIM
普及に向けて，民間事業者等と連携し，建築物の
設計・施工・管理の各段階における BIM 活用の
手順や共有するモデルの属性情報の整理等につい
て課題抽出を行うとともに，BIM の有効性等の普
及啓発方策を検討し実施するものとされています。

さらに，「成長戦略フォローアップ」（令和元年
6 月 21 日　閣議決定）においても，i-Construction
の貫徹や BIM を国・地方公共団体が発注する建
築工事で横展開し，民間発注工事へ波及拡大させ
ていくこと，BIM による建築確認申請の普及に
向けた検討，国・地方公共団体，建設業者，設計
者，建物所有者などの広範な関係者による協議の

場を設置し，直面する課題とその対策や官民の役
割分担，工程表等を 2019 年度中にとりまとめる
ことが盛り込まれています。

こ の よ う な 状 況 を 踏 ま え， 平 成 30 年 度 に
i-Construction のエンジンとして，先行して土木分
野で重要な役割を担ってきた，BIM/CIM 推進委
員会では，令和元年度から建築分野の BIM につ
いて拡充を図るため，BIM/CIM 推進委員会の下
に WG として，建築 BIM 推進会議が新しく設置
され，建築 BIM 活用に向けた市場環境の整備に
ついて具体的な検討が進められています（図－ 1）。

2.　BIMの活用状況および課題

現在，諸外国では土木分野だけでなく，建築分
野においても BIM の活用が進んでいますが，わ
が国での建築分野における BIM の活用について
は，設計，施工の各分野がそれぞれ個別に活用す
るにとどまっており，BIM の特徴である情報の
一貫性が確保できていない状況にあります。この
結果，維持管理段階の BIM の活用は低調となる
など，建築物のライフサイクルを通じた BIM の
活用につながっておらず，また BIM の活用効果
も限定的となっています。

また，国土交通省が平成 29 年 12 月〜平成 30

図－ 1　建築 BIMの推進に係る取組：官民一体の推進体制の構築
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年 2 月の期間で，設計や施工の関係団体に対して
調査したところ，設計分野で BIM の導入実績が
ある建築設計事務所は 3 割程度でとどまるもの
の，半数以上の事務所は BIM の導入に関心のあ
ることが示されています。また，建設分野で
BIM を導入した大手ゼネコン等の 7 割以上が
BIM の導入実績があり，高い関心も示されてい
ます。一方で，設備設計事務所や中小建設会社で
の BIM の活用はかなり限定的で，ほとんど使わ
れていない状況にあります。

3.　建築BIM推進会議の設置

国土交通省では，建築の設計，施工，維持管理
に至る建築物の生産・維持管理プロセスで一貫し
て BIM を活用することによって，業務効率化や
生産性向上を図り，最適な建物のライフサイクル
の実現を目指すとともに，建築 BIM（図－ 2）や
新技術がもたらす理想的な社会像を創造する取組

を図るため，官民が一体となって「建築 BIM 推
進会議」（以下，「推進会議」という）を設置（令
和元年 6 月）しました。

推進会議では，今後の建築 BIM の活用・推進
について官民のさまざまな観点で幅広く議論し，
わが国に BIM が根付くために何をしたらよい
か，建築業界全体が一丸となって対応方策を検討
し，とりまとめていくラウンドテーブルとなり，
次の①〜④の検討を進めています。
①　建築物の生産・維持管理プロセスに係る各分

野における BIM の活用・推進に係る検討状況
の共有

②　BIM の活用による建築物の生産・維持管理
プロセスや BIM のもたらす周辺環境の将来像
の検討・策定

③　BIM の活用促進，将来像の実現に係るロー
ドマップ（官民の役割分担，工程表等）の検討・
策定

④　その他 BIM の活用を図るための個別課題の
抽出，対応方策の検討

図－ 2　建築 BIMとは
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具体的には，各分野で進んでいる検討状況の共
有や BIM を活用した建築物の生産・維持管理プ
ロセスや BIM のもたらす周辺環境の将来像を議
論するとともに，将来像に向けた官民の役割分
担・工程表（ロードマップ）を議論し，令和元年
度にとりまとめました。

なお，推進会議は，松村秀一東京大学大学院工
学系研究科特任教授を委員長とし，学識者の他，
建築分野の設計，施工，維持管理，発注者，調査
研究，情報システム・国際標準の関係団体により
構成されています。国土交通省においても，オブ
ザーバーに加えて，住宅局建築指導課，土地・建
設産業局建設業課，大臣官房官庁営繕部整備課の
3 課で事務局を務めています（図－ 3）。

4.　BIM活用による将来像の策定

令和元年 6 月 13 日に第 1 回推進会議が開催さ
れ，国および関係団体等における BIM の活用・

推進に係る検討状況等の報告・確認が行われた
後，BIM の活用による建築物の生産・維持管理
プロセスや将来像の検討，将来像の実現に係るロ
ードマップ（官民の役割分担，工程表）の検討等
が開始されました。その後，7 月に第 2 回，9 月
に第 3 回の推進会議が開催され，将来像・工程表
が概ね了承されました。

建築物の生産・維持管理プロセスの将来像は「い
いものが」つくれ（高品質・高精度な建築生産・
維持管理の実現），「無駄なく，速く」作業でき（高
効率なライフサイクルの実現），「建物にも，デー
タにも価値が」付与される（社会資産としての建
築物の価値の拡大）の 3 つの視点で整理される 

（図－ 4）とともに，その将来像を実現するため
の建築業界に必要な取組が，次の①〜⑦の 7 項目

（必要に応じて随時追加）に集約，整理されました。
①　BIM を用いた建築生産・維持管理に係るワ

ークフローの整備
②　BIM モデルの形状と属性情報の標準化
③　BIM を用いた建築確認検査の実施

図－ 3　建築 BIM推進会議の検討体制
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④　BIM による積算の標準化
⑤　BIM の情報共有基盤の整備
⑥　人材育成，中小事業者の活用促進
⑦　ビッグデータ化，インフラプラットフォーム

との連携
必要な取組の 7 項目については，それぞれ連携

して具体的に検討していく必要がありますが，当
面，⑥と⑦を念頭に置きながら，①〜⑤の取組を
先行することとなっています。

具体的な検討作業については，推進会議の下に
それぞれの項目に対して検討部会で行うことと
し，①のワークフローの整備に関しては，建築生
産・維持管理プロセスで一貫した BIM の活用を
可能とするための環境整備に向け，建築生産・維
持管理プロセスに関わる全ての関係者間の調整を
要することから，国土交通省が中心となる部会

（建築 BIM 環境整備部会）を設置しました。また
②〜⑤については，既に民間の関係団体等におい
て検討が進められていることから，それらの各団
体の活動を部会と位置付け，個別課題に対する検

討等が進められています（図－ 5）。
今後，これら部会においてさらに官民が一体と

なって BIM に関する議論が深まることが期待さ
れます。

5.　建築BIM環境整備部会の設置

建築 BIM 環境整備部会では，BIM を用いた建
築生産・維持管理に係るワークフローの整備，企
画・設計・施工・維持管理等の各段階で必要とな
る BIM モデルの形状と属性情報の程度等（標準
フォーマット）の検討等を進め，標準的な BIM
の活用方法を示した BIM 標準ガイドライン（以
下，「ガイドライン」という）の策定，BIM 実行
計画書（BEP ※ 1）および BIM 発注者情報要件 

（EIR ※ 2）の標準ひな型の策定等を行うことにな
っています（図－ 6）。

令和元年 10 月 4 日に志手一哉芝浦工業大学建
築学部建築学科教授を部会長とする第 1 回建築

図－ 4　建築 BIMによる将来像
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図－ 5　建築 BIM推進に係る各部会の取組　官民一体の推進体制の構築

図－ 6　建築 BIM環境整備部会での検討事項

※　現在取組が進められている内容については，取組を行っている団体を，現在まだ手がつけられていない内容については，主体的に関わると考えられる団体を記載しているもの。
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BIM 環境整備部会が開催され，事務局側から提
示したガイドラインの構成の素案とともに，業務
区分の考え方と役割分担，維持管理段階へ引き継
ぐべき情報の考え方等について議論され，令和元
年度内に 3 回部会を開催し，ガイドラインの原案
を策定・とりまとめることが確認され検討が進め
られてきました。

ガイドラインの策定は，建築物の生産プロセス
や維持管理を含めた建築物のライフサイクルにお
いて，異なる幅広い主体が BIM を利活用した効
率的な手順等を共有でき，BIM を通じ情報が一貫
して利活用される仕組みの構築を目指しています。

6.　今後の展開と展望

令和元年度末に，各部会における活動報告，関
係団体の活動報告等とともに，標準的な BIM の
活用方法を示した「建築分野における BIM の標
準ワークフローとその活用方策に関するガイドラ
イン（第 1 版）」が策定されました。その後はさ
らに，本ガイドラインにおいては BEP・EIR の
策定，竣工モデルの定義，部品メーカーとの関わ
り方の整理，BIM の契約・業務報酬のあり方，
著作権等の整理を盛り込むべく検討を行うととも
に，関係団体の検討・取組とも連携し，官民一体
となってさらに検討を行っていく予定です。特

に，令和 2 年 4 月から，建築プロジェクトで
BIM 導入のメリット等の検証を試行的に行うモ
デル事業の公募も開始しました。

こうした継続的な取組により，市場のさまざま
な事業で BIM が広く活用されることで，関係団
体の検証も進み，将来的にはさまざまな人材の育
成や幅広い事業者への普及，さらにはビッグデー
タ化，インフラプラットフォームとの連携等に広
がっていくことが期待されています。

建築 BIM 推進会議，建築 BIM 環境整備部会の
詳細については，国土交通省ホームページの「建
築 BIM 推進会議」のページ（http://www.mlit.
go.jp/jutakukentiku/kenchikuBIMsuishinkaigi.
html）をご覧ください。

〈用語の解説〉
※ 1　BIM 実行計画書（BEP：BIM Execution Plan）

　特定のプロジェクトにおいて BIM を活用するた
めに必要な設計情報に関する取り決め。BIM を活
用する目的，目標，実施事項とその優先度，詳細度
と各段階の精度，情報共有・管理方法，業務体制，
関係者の役割，システム要件等を定め文書化したも
の。プロジェクトの関係者間で事前に協議し合意の
上，要件書として発行する。

※ 2‌�　BIM 発注者情報要件（EIR：Employer’s Information 
Requirements）
　特定のプロジェクトにおいて，発注者として求め
る，BIM データの詳細度，プロジェクト過程，運
用方法，契約上の役割分担等を示したもの。

28 建設マネジメント技術　　2020 年 5 月号

建マネ2005_05_特集_3_五.indd   28 20/04/30   17:06


